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Ⅰ はじめに 

１ 空家等対策に係る背景 

平成 27 年５月以降、立入調査や指導・勧告・過料等に関する規定が示された「空家等対策の推進に関

する特別措置法」（以下、「空家等対策法」という。）が全面施行され、空家等に関する所有者等や市町村の

責務が明確にされたことにより、全国における空家等対策は着実に進展してきました。 

一方で、人口減少が進む中、総務省の実施した平成 30 年住宅・土地統計調査によると、使用目的のな

い空き家（空き家のうち、二次的住宅並びに賃貸用及び売却用の住宅を除いたものをいう。）は約 350 万

戸（令和 5 年住宅・土地統計調査では約３８５万戸）あり、今後もその数が増加することが見込まれているこ

とから、特定空家等に対する措置を充実させるとともに、特定空家等になる前の段階からの対策を充実さ

せる必要がありました。 

このため、国では空家等の「活用の拡大」、「管理の確保」、「特定空家等の除却等」の三本の柱で、総合

的に対策を強化することを目的とした空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律（令

和５年法律第 50 号）（以下、「改正空家等対策法」という。）が令和 5 年６月 14 日に公布され、同年 12 月

13 日施行されました。 

２ 本書の使い方について 

本県では、「空家等対策法」の施行を受け、空家等対策計画に記載すべき事項の考え方や記載例、その

他参考資料についてまとめ、特に空家等の実態・特徴の整理や、空家等対策の検討、空家等対策計画を立

案する際等の参考として活用され、空家等対策の推進に役立てられることを目的に「沖縄県空家等対策モ

デル計画」（以下、「対策モデル計画」という。）を平成 30 年 11 月に策定しました。 

今回策定する「空き家利活用モデル計画」（以下、「利活用モデル計画」という。）は、令和５年１２月に施行

をされた改正空家等対策法、および「空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な

指針」（令和５年 12月 13日付け総務省・国土交通省告示第３号）（以下、「基本指針」という。）を踏まえ、県

内における空家等の「活用の拡大」、「管理の確保」、「特定空家等の除却等」の加速化を目的に、改正空家

等対策法等に伴う「対策モデル計画の追補」と「活用の拡大」に向けたガイドラインを示すものです。 

 

 

 

 

 

  

空家と空き家の使い分けについて 

本書における空家と空き家の区別は、下表の通り、整理しています。 

○空家・空家等 「空家等対策法」等に定義されるものとして用いる際に使用する。 

○空き家 一般的な用語として用いる際や、既存統計に用いられているものを引用

する場合等に使用する。 

 



F-2 

 

本県では、対策モデル計画と併せて、「沖縄県特定空家等判断基準マニュアル」、「沖縄県特定空家等

所有者特定マニュアル」、「沖縄県空家等利活用事例集」を作成しています。 

対策モデル計画は、これらのマニュアル等を活用いただき、空家等の利活用、発生の予防や適正管理

の推進など、各市町村の地域の実情などに応じ空家等に関する様々な取組に役立てていただくことを期

待します。 

 

本モデル計画は、空家等対策法の改正に伴い対策モデル計画において不足している事項を補足すると

ともに、活用の拡大に向けて追加検討すべき事項、具体事例のスキーム等を例示するものとして取りまと

めており、既存の対策モデル計画の追補版として県内市町村の空家等対策計画の一助となることを期待

して策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本モデル計画を含む各資料はあくまで「参考資料」としての位置付けであり、各市町村に

おいて独自に作成される空家等の対策に係る各計画を妨げるものではありません。  

対策モデル計画の活用方法 

本モデル計画の活用方法 

空家等の実態・特徴の整理 空家等対策の検討 空家等対策計画の立案 

市町村が、空家等の調査の結果

などから、地域ごとの空家等の

実態・特徴を整理する際に活用

する。 

市町村が、空家等が問題となっ

ている地域の地域特性や課題に

応じて空家等対策を検討する際

に活用する。 

市町村が地域特性や空家等対

策上の課題に応じて、空家等

対策計画を策定する際に活用

する。 

＜対策モデル計画の活用方法＞ 

沖縄県空家等対策モデル計画 

沖縄県特定空家等 

判断基準マニュアル 

沖縄県特定空家等 

所有者特定マニュアル 

沖縄県空家等 

利活用事例集 

空家等の利活用推進 

改正に伴う空家対策、活用の推進につ

いて新たな視点を踏まえた空家等対

策計画の策定と利活用推進を図る際

に活用する。 

＜利活用モデル計画の活用方法＞ 

沖縄県空き家利活用モデル計画 

沖縄県空家等 

利活用事例集 

空家等対策法の改正に伴う補足事項 

市町村が、対策モデル計画に基づき取組を行

う際に、改正によって変更となった事項や留意

すべき事項について確認する際に対策モデル

計画と併せて活用する。 

対
策
モ
デ
ル
計
画
の
追
補 
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３ 空家等対策～利活用マニュアル MAP 

空家等対策法の改正に伴い、空家等の対策では多様な取組の実施が可能となった一方、各種取組

については、より詳細な理解が必要となったことから国及び県からガイドラインや指針が提示されてい

ます。 

本ページでは、空家等の“対策から利活用”の流れの各段階において、参考となる既存のガイドライ

ンや指針を整理しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

空家等の対策を始める 空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基

本的な指針（令和５年総務省・国土交通省告示第３号） 

所有者等による空家等の適切な管理について指針となるべき事項 

○空家等の管理指針の例 

空家等活用促進区域の設定に係るガイドライン（令和５年国土交通省） 

○空家等活用促進区域の設定に関わる事項及び例 

○空家等活用促進指針の検討 

開発許可制度運用指針の改正について（令和5年国土交通省） 
○既存建築物の用途変更許可の運用弾力化 

空家等管理活用支援法人の指定等の手引き（令和 5 年国土交通省） 

○支援法人の業務と要件等 

 

空き家対策における財産管理制度の活用に関する参考資料 
（令和 5 年国土交通省） 

○（市町村申し立てによる）財産管理制度活用に関する手続きフロー 

空家等の所有者等の把握を目的とした法第 10 条第３項に基づく電

気・ガス供給事業者への情報提供依頼について（令和５年国土交通省） 

○情報提供依頼書（一般送配電事業者又は一般ガス導管事業者向け） 

○情報提供依頼書（電気・ガス小売事業者等向け） 
空家等対策計画の作成 

空家等活用促進区域の設定 

特定空家等への措置判断 

管理不全空家への措置判断 

 

空き家の適正管理・除却 

管理活用支援法人の指定等 

空き家の実態把握 

空き家所有者情報の外部提供等に関するガイドライン 
（令和 5 年国土交通省） 

空き家の所有者把握 

電気・ガス供給事業者への情報提供依頼 

管理不全空家等及び特定空家等に対する措置に関する適切な

実施を図るために必要な指針（ガイドライン）（令和５年国土交通省） 

○管理不全空家等、特定空家等への措置の判断の参考となる基準 

○所有者等の特定に関わる調査手順の例 

沖縄県特定空家等判断基準マニュアル（平成３０年沖縄県） 

沖縄県特定空家等所有者特定マニュアル（平成３０年沖縄県） 

空家等の“対策”から“利活用”の流れ 参考にできる主な既存のガイドラインや指針一覧 

参 照 

参 照 

参 照 

参 照 

参 照 

財産管理制度の活用 参 照 

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001712337.pdf
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001712337.pdf
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001732456.pdf
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001712344.pdf
https://www.mlit.go.jp/toshi/city_plan/content/001715194.pdf
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001710793.pdf
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001712330.pdf
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001712326.pdf
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001712326.pdf
https://www.mlit.go.jp/common/001237886.pdf
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001712338.pdf
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001712338.pdf
https://www.pref.okinawa.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/017/769/b_tokuteiakiyahanndannkijyunnmanyuaru.pdf
https://www.pref.okinawa.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/017/769/c_syoyuusyatokuteimanyuaru.pdf
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４ 法改正の概要 

改正空家等対策法は、これまでの特定空家等への措置を中心とした規定の充実に加え、特定空家等にな

る前の段階からの対策の充実を図る必要性から、空家等の「活用の拡大」、「管理の確保」、「特定空家等の

除却等」の三本の柱で、総合的に対策を強化することを目的に以下の改正がされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：「改正空家対策特別措置法について」（国土交通省住宅局 2024年1月） 
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５ 県内の現状 

（１）県内の人口 

令和 7 年 10月 1日現在の沖縄県の総人口は 1,466,454 人で、前年から 611人減少（△0.04％）

しており、昭和 47 年に日本に復帰して以降、県の推計では 3 年連続の人口減少となっています。 

地域別でみると、北部 129,331人（総人口に占める割合 8.8％）、中部644,363人（同43.9％）、

南部 585,886 人（同 40.0％）、宮古 53,960 人（同 3.7％）、八重山 52,914 人（同 3.6％）となって

います。 

また、前年と比較すると、北部（＋0.25％）、中部（＋0.02％）では人口が増加し、南部（△0.10％）、

宮古（△0.13％）、八重山（△0.73％）では減少となっています。 

 

（２）県内の人口増減の推移 

過去 30 年間の人口増加数を多い順にみると、沖縄市が 25,615 人と最も多く、次いでうるま市

21,340 人、浦添市 18,298 人の順になっています。 

過去 20 年間では、沖縄市が最も多く 14,077 人、次いでうるま市 13,430 人、豊見城市 11,628

人の順となっています。一方、那覇市では人口が減少に転じ、4,372 人減となっています。 

過去 10 年間では、うるま市が 7,494 人と最も多く、次いで南城市が 4,009 人、南風原町 3,721

人の順となっています。一方、那覇市の人口減少が突出して多くなり、10,891 人減となっています 

過去 5 年間では、南城市が 2,424 人と最も多く、次いでうるま市が 2,168 人、八重瀬町 1,784 人

の順となっています。那覇市の人口減少は 8,428 人減と依然として突出して多くなっています。 

 

以上より、過去 30 年間では沖縄市、うるま市、浦添市をはじめとする本島中部エリアを中心に、多数

の市町村において人口増加が見られるが、過去 20 年間では、那覇市において人口減少、本島中部・南

部エリアにおいて人口増加の傾向が見られます。 

過去 10 年間、5 年間で見ると、依然としてうるま市の人口増加は多いものの、本島内の人口増加傾

向は中部エリアから南部エリアに移行している傾向が見られます。また、那覇市において人口が減少傾

向にあることが伺えます。 
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出典：「令和７年人口移動報告年報」（沖縄県企画部）より  
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出典：「令和７年人口移動報告年報」（沖縄県企画部）より作成  
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（３）県内の空き家 

令和５年住宅・土地統計調査によると、県内の総住宅数のうち、空き家は 65,400 戸で、総住宅数に

占める空き家の割合（空き家率）は 9.4％となっています。2018 年（平成 30 年）と比較すると、空き家

は 2,500 戸減少し、空き家率は 10.4％から 1.0 ポイント低下しています。 

空き家率の推移をみると、1973 年（昭和 48 年）の 5.1％から、1998 年（平成 10 年）には 11.1％と

全国とほぼ同じ割合で推移していましたが、1998 年（平成 10 年）以降は、全国で上昇が続いているの

に対し、本県は減少から横ばいに転じ、2023 年（令和５年）は 20 年ぶりの減少となっています。 

■県内の空き家数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「令和５年住宅・土地統計調査」（沖縄県企画部統計課）より  
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（４）県内の一世帯当たりの平均年収と住宅取引の状況 

沖縄県家計調査年報（平成 12 年～令和２年）によると、県内の一世帯当たりの平均年収は、２０年間で

４５９万円となっています。 

住宅購入価格の目安は、無理のない返済負担率（20～25％）とすることが一般的と言われていること

から、購入者の年収の 5～7 倍程度※1と仮定した場合、県民の所得に対して無理なく購入できる住宅（ア

フォーダブル住宅）の価格帯は下表のとおりとなります。 

 

■県民の平均年収とアフォーダブルな住宅価格帯 

  
平均年収 

（万円） 

アフォーダブルな住宅価格帯 

平均年収の

５倍（万円） 
 

平均年収の

７倍（万円） 

平成 12 年(2000)平均 504 2,520 ～ 3,528 

平成 13 年(2001)平均 473 2,365 ～ 3,311 

平成 14 年(2002)平均 481 2,405 ～ 3,367 

平成 15 年(2003)平均 450 2,250 ～ 3,150 

平成 16 年(2004)平均 446 2,230 ～ 3,122 

平成 17 年(2005)平均 438 2,190 ～ 3,066 

平成 18 年(2006)平均 434 2,170 ～ 3,038 

平成 19 年(2007)平均 440 2,200 ～ 3,080 

平成 20 年(2008)平均 441 2,205 ～ 3,087 

平成 21 年(2009)平均 473 2,365 ～ 3,311 

平成 22 年(2010)平均 446 2,230 ～ 3,122 

平成 23 年(2011)平均 457 2,285 ～ 3,199 

平成 24 年(2012)平均 484 2,420 ～ 3,388 

平成 25 年(2013)平均 464 2,320 ～ 3,248 

平成 26 年(2014)平均 441 2,205 ～ 3,087 

平成 27 年(2015)平均 450 2,250 ～ 3,150 

平成 28 年(2016)平均 463 2,315 ～ 3,241 

平成 29 年(2017)平均 444 2,220 ～ 3,108 

平成 30 年(2018)平均 450 2,250 ～ 3,150 

令和元年（2019）平均 471 2,355 ～ 3,297 

令和２年（2020）平均 480 2,400 ～ 3,360 

全体の平均値 459 2,295 ～ 3,213 

出典：「沖縄県家計調査年報」より作成  

 
※1 行政における明確な定義が無いため、複数の不動産・金融機関のサイトから勘案して設定。なお、アフォー

ダブルとは「手頃な、手が届く、入手可能な」の意がある。 
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（５）住宅の所有の関係 

県内に居住世帯のある住宅を所有の関係別にみると、持ち家が 267,100 戸で、住宅全体に占める持

ち家住宅の割合（以下「持ち家住宅率」という。）は42.6％となっており、2018年（平成30年）と比べ1.8

ポイントの低下となっています。 

一方、借家は 317,800 戸で、住宅全体に占める借家住宅の割合（以下「借家住宅率」という。）は

50.7％となっており、2018 年と比べ 1.2 ポイントの上昇となっています。 

持ち家住宅率の推移をみると、全国は 60％前後で推移しているのに対し、本県は 1973 年（昭和 48

年）の 68.2％から減少が続き、2023 年（令和５年）は 42.6％で、50 年間で 25.6 ポイント低下してい

ます。 

また、全国と比較すると、1973 年は本県が９ポイント上回っていたが、2023 年においては全国

60.9％と比較して 18.3 ポイント低くなっています。 

 

■県内の持ち家数、借家数の推移等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「令和５年住宅・土地統計調査」（沖縄県企画部統計課）より  



F-11 

（６）県内の住宅（戸建て住宅・中古マンション）取引状況 

国土交通省「不動産情報ライブラリ」に公開される情報を基に県内の戸建て住宅・中古マンションの取引

状況を整理しました。 

戸建て住宅 

① 県内の戸建て住宅の取引件数と㎡単価（延床）の中央値 

県内における戸建て住宅の取引件数は、年々増加しており 2024 年は 786 件の取引がありました。 

また、2024 年の延べ床面積に対する㎡単価の中央値は 330.0 千円/㎡となっており、今後も㎡単

価の中央値は増加することが想定されます。戸建て住宅の延床面積を 100 ㎡※2とした場合、住宅価格

は 33,000 千円程度となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※R²（決定係数）とは、作成した近似直線が、実際のデータにどれくらい当てはまっているかを示す指標で

す。数値は通常 0〜1 の範囲をとり、1 に近いほどデータの精度が高いことを示しています。 

② 過去 10 年間の戸建て住宅の取引件数 

市町村別にみると那覇市、沖縄市、うるま市の取引件数が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
※2 複数の不動産情報から県内で一般的に流通している戸建て住宅の延べ床面積を 100 ㎡程度と仮定して

います。 
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③ 構造別取引件数・㎡単価（延床）の推移 

■構造別の取引件数の推移 

構造別の取引件数の推移をみると、2019 年ごろより木造戸建て住宅の取引件数が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

ＲＣ造 307 322 354 362 311 353 330 301 296 361 

木造 32 58 76 83 142 227 339 211 178 250 

ブロック造 25 20 21 34 25 31 28 32 34 30 

鉄骨造 5 10 3 9 11 7 9 7 10 9 

■構造別の㎡単価（延床）の中央値の推移 

取引額の延べ床面積に対する㎡単価の中央値を見ると 2024 年は RC が最も安く 276.9 千円/延

床㎡であり、近年増加傾向にある木造住宅は最も高い 378.9 千円/延床㎡でした。 

木造住宅が RC 造住宅より高い価格で取引されている要因は、明確ではないことから、今後、県内の

住宅価格の動向に注視していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

ＲＣ造 193.1  200.0  238.8  232.3  244.4  248.6  286.2  277.8  306.3  276.9  

木造 282.9  305.0  290.0  294.7  320.0  311.1  366.7  378.9  350.0  378.9  

ブロック造 166.7  166.1  232.0  259.3  246.2  227.3  394.1  330.4  265.3  303.0  

鉄骨造 190.0  214.3  135.0  337.5  211.8  301.6  391.7  300.0  343.3  300.0  
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中古マンション 

① 県内の中古マンションの取引件数と㎡単価（延床）の中央値 

県内における中古マンションの取引件数は、年々増加し、2024 年は 589 件の取引がありました。 

また、2024 年の取引額の延べ床面積に対する㎡単価の中央値は 457.1 千円/㎡となっており、今

後も㎡単価の中央値は増加することが想定されます。 

中古マンションの延床面積を 80 ㎡※3程度とした場合、住宅価格は 36,568 千円程となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※R²（決定係数）とは、作成した近似直線が、実際のデータにどれくらい当てはまっているかを示す指標で

す。数値は通常 0〜1 の範囲をとり、1 に近いほどデータの精度が高いことを示しています。 

 

② 過去 10 年間の市町村別中古マンションの取引件数 

過去 10 年間の中古マンションの取引件数を市町村別にみると、那覇市が最も多く 2030 件、次いで

浦添市 451 件、沖縄市 279 件でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
※3 複数の不動産情報から県内で一般的に流通している中古マンションの延べ床面積を 80 ㎡程度と仮設定

しています。 
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（７）県内の空き家対策の取組状況 

本計画の作成にあっては、県内における空き家の実態や、各市町村における空き家対策の取組状況、課

題等を把握するために、県内の市町村を対象に「令和７年度沖縄県内市町村空き家に関するアンケート」を

実施しました。 

 

１  空き家実態調査について 
 

沖縄県内で空き家実態調査を実施している市町村は全体の 66％（27 件）に留まっています。また、空

き家数の傾向については増加傾向となっている地域が 42％（11 件）と半数近くを占めています。 

一方、総務省の実施した平成 30 年住宅・土地統計調査によると、使用目的のない空き家（空き家のうち、

二次的住宅並びに賃貸用及び売却用の住宅を除いたものをいう。）は約 350 万戸（令和 5 年住宅・土地統

計調査では約３８５万戸）となっており、今後もその数が増加することが見込まれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

66%

34%

実施している 実施していない

42%

12%
4%

42%

増加傾向 増減なし 減少傾向 不明

空き家実態調査の実施状況 空き家数の傾向 

(n=41) (n=26) 
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【参考】 都道府県別等の空家等対策計画等の策定状況 

令和７年３月３１日時点における都道府県別空家等対策計画の策定状況は、全国値の 88.5％に対して、

沖縄県内は 31.7％（１3 件）でした。 

■都道府県別等の空家等対策計画等の策定状況（令和７年３月３１日時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、県内の策定状況は令和８年３月３１日時点で３件増加しましたが、3９．０％（１６件）に留まっていま

す。  
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２  特定空家等及び管理不全空家について 
 

沖縄県内では、90％以上の市町村が特定空家および管理不全空家を認定していない状況となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

特定空家等への認定状況と実施内容 

(n=41) 

2%

98%

行っている 行っていない

実施内容 A 市 

直近の市町村内特定空家等戸数 8 

特定空家等への「助言又は指導」（実施回数） 19 

特定空家等への「勧告」（実施回数） 3 

特定空家等への「命令」（実施回数） 1 

特定空家等への「代執行」（実施回数） 1 

 

管理不全空家への認定状況と実施内容 

実施内容 A 市 B 市 

管理不全空家等への基準を作成・公開

していますか。 

作成しているが

公開していない 

作成していな

い 

直近の市町村内管理不全空家等戸数 7 137 

管理不全空家等への「指導」（実施戸数） 7 26 

管理不全空家等への「勧告」 行っていない 行っていない 

 

5%

95%

行っている 行っていない（無回答含む）

(n=41) 
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３  空き家への取組状況について 
 

空き家対策において「政策的に検討・実施している方向性」としては、他市町村からの移住、同市町村

での住み替えが多く検討・実施されています。全体的に、居住用途の活用方針にしている地域が多くなっ

ていますが、事業用途での活用についても、検討・実施されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

10

2

1

2

3

3

5

12

13

0 2 4 6 8 10 12 14

無回答

その他

事業用（シェアオフィス等）

居住用（要配慮者向け住宅）

事業用（コミュニティ施設等）

事業用（宿泊施設等）

居住用（アフォーダブル住宅）

居住用（同市町村内での住み替え）

居住用（他市町村からの移住）

政策的に検討・実施している方向性 

(n=41・複数回答) 
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４  空き家の発生・対策を取り巻く課題について 
 

調査結果より、空き家の発生・対策を取り巻く課題を下記の 6 つに分類しました 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

その他の課題 

 

●土地・建物所有分離への制度対応の不足 

空家対策法も、建物所有者と土地所有者が一

体であることを前提とした内容になってい

る。勧告を行うと固定資産税の特例措置の解

除によりペナルティを受けるのは、空き家所

有者ではなく、土地所有者となっている。 

６ 相談・取組体制に係る課題 

 

●人手や人材の不足 

専任人材の配置ができない、専門知識や苦情

への対応など求められるスキルが高い 

●相談や取組の実施における限界 

相続や合意形成といった当事者間の問題に介

入が困難、相続人の追跡業務の負担が多く実

施が困難 

5 

空き家の除去・処分に係る課題 

 

●土地と建物の所有者の不一致 

どちらが費用負担をするか協議が必要 

●除却にあたっての費用の負担 

補助金制度があっても自己負担分を捻出でき

ないケースがある 

4 空き家の利活用に係る課題 

 

●仏壇の存在に伴う利活用意向の低下 

仏壇の存在などから利活用したいという所有

者意向が少ない 

●利活用にあたっての修繕・改修の負担大 

気候から建物が傷みやすく大規模修繕が必要

な状態になりやすい、建物の状態や運搬費の

加算などで工事費が高額になりやすい） 

3 

空き家の管理に係る課題 

 

●建物の老朽化 

●雑草、樹木の繁茂 

●土地と建物の所有者の不一致 

●雑草・樹木が繁茂による景観悪化や衛生問題 

●専門事業者等の不足 

市町村内に不動産業者がいない、離島なので

対応が難しい 

2空き家の相続に係る課題 

 

●複数の相続人による協議の遅れ 

●相続人の死去や不在 

●所有者や相続人と物件との距離 

所有者が遠方に居住 

●登記費用や相続税を理由にした相続手続きの

遅れ・放置 

 

1 

対策は F-42 頁「財産管理制度」を参照 

対策は F-86 頁「事例」を参照 
対策は、F-47 頁「管理不全土地・建物管

理制度」を参照 

対策は F-75 頁「空家等管理活用支援法

人」及び F-86 頁「事例」を参照 

対策は、F-47 頁「管理不全土地・建物管

理制度」を参照 

対策は、F-47 頁「管理不全土地・建物管理

制度」及び F-86 頁「事例」を参照 



F-19 

（８）本県における空き家対策に係る政策展開 

本県における空き家対策の取組状況として、空き家実態調査を実施している市町村は全体の 66％（令和

８年 1 月調査実施時点）に留まっており、空家等対策計画の策定状況は３９．０%（令和８年 3 月時点）と全

国の策定状況（全国値 88.5％）と比較して著しく低い状況にあります。 

これから空き家対策に取り組む市町村にあたっては、対策モデル計画及び利活用モデル計画を参考に区

域内の空き家の実態把握に行うとともに、適正な管理がされていない空き家等に対して管理・活用方針を定

めた空家等対策計画の作成に取り組まれることを期待します。 

すでに空家等対策計画を策定している市町村にあたっては、所有関係の整理などの空き家対策における

一般的な課題や、専門知識を有する人員不足や生活文化を起因とする空家の管理活用の問題など沖縄特

有の課題、改正空家等対策法に伴う新制度の活用について、利活用モデル計画を参考として、より一層、対

策に取り組まれることを期待します。 

なお、全国と比較して空き家実態調査の実施率及び空家等対策計画の策定率が低い状況にあることから、

県では、市町村が行う空き家対策を促進するため、市町村への更なる支援が求められます。 

 

 

 


